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　The paper begins by introducing the legal system in China and examines legal 
clauses regarding the development and utilization of digital archives in the Archives 
Law of China and the Draft for the Amendment of the Archives Law. Although there 
are many statutes regarding digital archives, the Archives Law of China serves as the 
overarching standard, simply because “law” is the highest legal provision in the 
Chinese system. Therefore, in order to promote the development and utilization of 
digital archives, it is essential to comprehensively amend the Archives Law of China by 
adding relevant regulations on “digital archives.” Though many regulations regarding 
digital archives have been stipulated in Chapter 6 of the Draft for the Amendment of 
the Archives Law, it has not resolved all questions. Some of the questions that remain 
to be addressed are the enactment of guidelines and the creation of a manual on digital 
archives, the requirements of digital archives, and the clarification of the relationship 





























































































































ベル 2 ）＞法規（行政法規（レベル 3 ）＞地方性法規（レベル 4 ））＞規章（レベル 5 ）」と
いう段階的な序列により決められる19）（表 1 参照）。













2013年第 2 期73－79頁、呉鵬「行政規章「参照」研究」首都師範大学学報（社会科学版）2003年第 4 期36－
41頁、瀋栄華「地方政府規章的法律効力」政法論壇（中国政法大学学報）1999年第 6 期75-79頁、朱新力「也
論行政規章在行政訴訟中的地位」山東法学1991年第 3 期18－20頁、江必新「試論人民法院審理行政案件如何
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29――中共中央「中国共産党党内法規和規範性文件備案規定」（2012年 6 月 4 日公布、2012年 7 月 1 日施行）、
中共中央弁公庁「中共中央弁公庁関於開展党内法規和規範性文件整理工作的意見」（2012年 6 月 4 日公布、
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な要件を満たすべきかをめぐり、関連条文をまったく設けていない。これについて、2016
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現行法（档案法） 改正草案
を持ち、すでに公開された档案を利用することがで
きる。
　個人のプライバシーに関わる档案を公開するには、
本人または受任者の同意を得なければならない。本
人が死亡したとき、直系親族または受任者の同意を
得なければならない。本人の声明がある場合は、こ
の限りでない。
　第二十条　行政機関、社会団体、企業、公共事業
体及びそのほかの組織、あるいは公民は、経済、国防、
教育、科学研究等に関する業務に携わるために、相
関の規定に従って、档案館の未公開档案や、行政機関、
団体、企業、公共事業体その他組織に保管される档
案を利用することできる。
　未公開の档案の利用に関する細則は、国家档案行
政管理部門と相関の主管部門に制定されることにな
る。
　第四十六条　行政機関、企業、公共事業体の管理
及び運営を保障することを前提として、それらの組
織の所蔵档案を利用することができる。行政機関は、
公共の利益及び政務の公開に関わる档案を公開する
ときは、国家の秘密、安全または個人のプライバシー
に関わる档案を除き、申請により公開を行う。行政
機関は、档案の公開申請を受理した日から10業務日
（休祝日を除き）以内に、公開するか否かを決定しな
ければならない。
新設 第六章　档案情報化及びデジタルアーカイブズの管
理
新設 　第五十八条　国家は、档案情報化及びデジタルアー
カイブズの管理を発展させ、制度の完備度及び管理
の水準を向上させる。行政機関、団体、企業、公共
事業体その他組織は、档案情報化及びデジタルアー
カイブズの管理を情報化発展の総計画に組み入れ、
同時に推進しなければならない。
新設 　第五十九条　国家档案行政管理部門は、全国の档
案情報化の発展計画並びに基準及びマニュアルを制
定し、档案情報化の建設をめぐり各組織間の提携協
力及び監督指導を強化しなければならない。情報産
業部門及び科学研究機構は、档案管理及び档案管理
システムにおける情報技術の活用に関する研究及び
開発を強化し、国家の档案情報化及び現代化の建設
を推進しなければならない。
新設 　第六十条　国家は、档案管理の技術、方法、媒体
及びモードの革新を奨励し、デジタルアーカイブズ
の管理システムに関する開発、構築及び情報技術の
応用を推進し、デジタルアーカイブズのネットワー
クの安全利用及び長期保存技術に関する研究を強化
する。
新設 　第六十一条　各組織の業務遂行のための情報シス
テムは、デジタルアーカイブズ管理の所定要件を満
たし、エレクトロニック･レコード、電子メール、記
録及びデータの帰档管理を実施することができると
いうインターフェース機能を具備しなければならな
い。
新設 　第六十二条　各組織は、デジタルアーカイブズの
管理を規範化し、デジタルアーカイブズの安全確保、
応急対策及びバックアップ対策を強化し、デジタル
アーカイブズの真実性、インテグリティ、安全性及
び有効性を確保しなければならない。
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現行法（档案法） 改正草案
新設 　第六十三条　国家は、新型デジタル档案館の建設
を推進し、デジタルアーカイブズの受入及び長期保
存を実施する。各档案館は、情報技術の発展に伴い、
国家の档案情報化の発展計画並びに標準及びマニュ
アルに基づき、デジタル档案館のシステムを構築し、
档案の情報化を国民経済及び社会発展のペースに合
致させる。
新設 　第六十四条　デジタルアーカイブズは、国家のデ
ジタルアーカイブズ生成及び管理に関する規則に合
致する場合に、紙档案と同一の法的効力を持つ。国
家は、各組織の生産、管理、運営及び仕事の効率を
向上させること、市民が档案情報を利用するために
便宜を提供することを目的とし、デジタルアーカイ
ブズのデータベースの構築及びインターネットを通
じて利用に供することを奨励する。
新設 　第六十五条　国家は、档案のデジタル化を推進し、
伝統档案を保護し、インターネットの発展に適応し、
利便性を向上させ、档案情報資源の建設及び統合化
を促進し、国家管理及び社会管理に必要な档案情報
資源の共同構築及び共有を推進する。
75
